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「こころの病」に対する態度の変容に関する研究
一 説得的コミュニケーションの視点から一
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本研究の目的は、精神病に対する否定的態度の変容における説得的コミュニケーションの効果的なあり方を、

「メッセージの要因」と 「受け手の要因」に着目して検証することである。実験は、メッセージの内容 (認知

ベース ・感情ベース)、メッセージの構成 (一面呈示 ・両面呈示)、被験者の初期態度の強さ (強・弱)、被験

者の性格特性 (外向性 ・内向性)を 操作して行った。4種類のメッセージ (認知ベース・感情ベース×一面呈

示 ・両面呈示)を 作成し、279名の被験者に呈示したところ、認知ベースと一面呈示のメッセージのほうがそ

れぞれ感情ベース、両面呈示のメッセージよりも態度変容において効果的に作用したことが示されたほか、否

定的態度の強いものほど態度変容量も多くなるという傾向が示された。これらの結果から、精神病に対する否

定的態度の変容を目的とした説得的コミュニケーションは、その内容や構成、及び被験者の初期態度の影響を

受けることが示唆され、効果的な 「偏見改善法」開発のためには、これらの要因を考慮する必要があることが

示された。

約要

問 題 と 目的

厚生労働省 (2001)は 平成 13年度、精神科に入院

中の患者数はおよそ 33万 人であると報告 した。現在

は数々の施策により幾分減少の兆 しが見えてきてはい

るものの、日本は未だ精神病を患う人々にとって社会

復帰の困難な状況にあると言える。そうした中、この

背景に存在するのが 「精神病」に対する否定的な態度

や感情、いわゆる 「偏見」の問題であることが報告さ

れてきた (星越 ・洲脇 ・寛成、 199七浅井、 1999;中

村、2001)。 しか しその内容や構造が明らかになる一

方で、具体的な改善策は未だ考案されておらず、加え

て直接的にその変容を試みた実験的研究さえも乏 しい

現状にある。この現状を認識 し、本研究では 「態度変

容に関わる説得的コミュニケーション」に着目したい。

偏見 (praudicc)と は態度 (attitudc)の一種であり、

その変容を目的とするとき最も容易な方法として使用さ

れるのがメッセージによる情報の呈示、つまり説得的コ

ミュニケーションである。対象は精神病ではないが、否

定的態度の改善を試みた研究においても十分な効果が得

られており (徳田 ・河内、 198&上 瀬 ・小田 ・宮本、

1998;徳田、1989)、その有効性が伺える。 しかしこれら

の研究は 「書物」や 「電子メール」の活用といった方法

論に焦点を当てたものであり、そこから発せられるメッセー

ジのどういった要因が態度変容と関係するのかについて

は検討されていない。

水野 (1980)に よれば、説得的コミュニケーションの

効果は 「送り手の要因」「メッセージの要因」「受け手の

要因」によって左右される。そして日常場面で説得を試

みるとき、最 も操作しやすいのが 「メッセージの要因」

であり、その逆に最も操作しにくいのが 「受け手の要因」

であることから、この2要 因と精神病に対する否定的態

度変容との関係を明らかにしておくことは、「偏見改善

法」開発のための重要な一歩となると考えられる。

「メッセージの要因」を変数として扱った研究には、

以下のようなものがある。Millar&Millar(1990)は 、
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